
労務安全情報センター 

170 

 

13-9  競業避止義務 

 

 

 

 

競業避止義務 

競業避止義務が問題となるのは、労働者の退職後である。 

 競業避止義務に関しては、書面による個別合意又は労働契約・就業規則等に

おいて「（協業を禁止又は制限する）特約」がある場合に限定されるとする見

解が通説である。 

 このように、労働者の退職後の競業避止義務は、事前の「特約」が必要であ

るが、実務上は、当該特約が「合理的である」場合においてのみ効力を認める

運用制限が課される。協業避止義務の特約の合理性の判断に当たっては、「事

業内容、禁止の必要性の程度、労働者の地位等、競業禁止の対象期間及び地域、

代償措置等」が考慮されている。 

 

 

 

 

 

 


